
○補助事業の内容および目的・効果

（目　的）

目　　的

（効　果）

・ 効 果

○補助事業の収支状況

141,4062 118,829 13,775 8,802

出 元 125,228 11,702 10,913

163,028

30 140,729 427 11,390 152,546

147,843

185,497

29 153,308 632 9,088

支 28 170,913 14,584

141,406

年　度 人件費 管理経費 教育研究費 計

2 15,064 126,342

入 元 15,080 132,763 147,843

29 8,684 154,344 163,028

30 8,255 144,291 152,546

市 その他

収 28 8,606

　私立専修学校は，社会ニーズが多様化する中，より高度な専門的技術・技能を習得するための
教育機関として，高等教育の一翼を担っている重要な役割にかんがみ，①経済負担の軽減，②教
育条件の維持向上，③経営の健全性の向上を図ることにより，本市教育の振興に資するため。

　本補助金の交付により，私立専修学校の経営の健全性を高め，父母負担の軽減と教育
条件の維持向上が図られることにより，近年の国際化や情報化に対応できる学校づくり
および２１世紀を担う人づくりに寄与している。

(単位：千円)

年　度
助　　成　　金

納付金等 計

176,891 185,497

団　体　名 　学校法人野又学園ほか5法人

助成の根拠規定等
・函館市補助金等交付規則　・函館市私立専修学校運営助成費補助金交付要綱

(条例・規則・要綱等)

内　　容

　私立専修学校を設置する学校法人または準学校法人に対し，専門課程の運営に要する経費のう
ち，教育条件の維持および向上を図るための経常的経費について，補助金として支出している。
（R2年度の１人あたりの補助単価28,000円　補助総額（対象人数×補助単価）を①校数割
60/100，②在籍者数割30/100，③教職員数割10/100分の割合により算出した額を各学校に配分）

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№１）

補 助 金 名
（交付金名）

　私立専修学校運営助成費補助金
開　始

平成１７年度
年　度



○基本的視点の再チェック

※適・不適であっても，説明欄は必ず記載してください。

○財政的視点のチェック

※不適の場合は，説明欄に必ず記載してください。

６
自主財源の確保に努めている
（最低でも前年度の収入を確保している
か）

７ 経常経費の節減に努めているか

４
補助割合は，補助対象経費の１／２以内で
ある

５ 前年度繰越金は生じていないか

２ 補助金等の使途は適切である

３ 積算基準は定められている

財　政　的　視　点 不適 不適の場合の理由と今後の対応について

１ 積算内訳は，前年踏襲となっていないか

３
自主性（自主自立に向け努力してい
るか）

　専修学校に対する父母負担の軽減を図るた
めにも，公的支援は必要である。

４
有効性（他の手法ではなく補助する
ことが，施策目的実現に最適か）

　運営経費に対する支援であり，補助が最も
適切な方法である。

２
必要性（補助しなければならない事
業であるか）

　教育対象人口の減少に伴い，経営は厳しい環境に
おかれている。そのため，父母負担の軽減を図り，
職業教育機関として地域における役割を十分果たし
てもらうためにも，当該事業の必要性は高い。

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№２）

補 助 金 名
（交付金名）

　私立専修学校運営助成費補助金

基　本　的　視　点 適 不適 説　　明

１

公益性
（明確な公益性があるか）

　時代のニーズに即応した職業教育機関とし
て専修学校が果たす役割は大きいことから，
私立学校振興助成法第１０条の規定に基づ
き，当該専修学校の運営経費に対して支援を
するものである。

　②市民ニーズが高い事業

　①広く市民生活の向上に貢献す
る事業



○補助効果の検証
（効果測定方法，具体的な数値等）

（評　価） （理　由）

十分効果をあげている

 一定の効果をあげている

効果が疑問である

その他

○今後の方向性
（見直しの内容）

（見直しの時期）

（廃止の理由） （その他の内容）

（廃止の時期）

○終期の設定

終期設定 終期到来により廃止 次回チェック年度(予定)

令和5年度 終期到来時に再検討 令和5年度

現行のまま補助を継続

見直したうえで補助を継続

廃止

その他

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№３）

補 助 金 名
（交付金名）

　私立専修学校運営助成費補助金

　学校運営に対する補助金であるため，その効果を数値で推し量るのは困難であるが，当該補助金
が支出されなければ，係る経費については父母負担額に跳ね返ることが明白であり，授業料等はさ
らに値上がりしているものと視察される。

（達成状況）

　入学金および年間授業料　６校平均額（夜間部除く）
　R２  入学金１３４千円，授業料６８２千円（実習費等別途）


